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The transcription is published as a report of presentation by Dr. ITOH Takayuki 
(Ochanomizu University), Dr. OOBUCHI Hiromi (Naragakuen University) and MIKI 
Kiyoka (National institute of Science and technology policy) on 29th January 2019 at 
Nara Women`s University, under the acknowledgment by presenters. 
 Please note that opinions expressed here are the view of each presenters and do not 
represent those of NISTEP. 
本講演録の引用を行う際には、以下を参考に出典を明記願います。 
Please specify reference as the following example when citing this LECTURE TEXT. 
科学技術・学術政策研究所 奈良女子大学 共催ワークショップ「博士のキャリアデザイン」 
講演録、No.309、文部科学省科学技術・学術政策研究所 
DOI: https://doi.org/10.15108/lt309 
講 演 会 概 要 
演題： 科学技術・学術政策研究所、奈良女子大学 共催ワークショップ 
「博士のキャリアデザイン」 
日時： 2019年1月29日（火） 14:00～16:00 























奈良女子大学 学長調査戦略室 副室長/研究院自然科学系 准教授 松岡由貴
（1）企業での博士・海外での博士 ～IT業界を例にして～






モデレーター 大阪大学産学共創本部共創人材育成部門 特任准教授 門村幸夜
パネリスト 伊藤貴之、松岡由貴、大淵裕美、三木清香
４．閉会挨拶 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































注︓ ＜⽇本＞当該年度の4 ⽉から翌年3 ⽉までの博⼠号取得者数を計上。「その他」は、教養、国際関係、商船等である。






＜韓国＞標記年の2 ⽉における博⼠号取得者数を計上。2017 年の⼈⼝データは2016 年を使⽤。
＜中国＞⾼等教育機関以外で⼤学院課程をもつ研究機関等の学位取得者を含む。専攻分野別の数値は不明。
資料︓＜⽇本＞ ⽂部科学省、「学位授与状況調査」






































































































出典︓科学技術・学術政策研究所 第11回政策研究レビューセミナー 富沢宏之⽒ 発表資料(2018年12⽉）
データ︓総務省「科学技術研究調査報告」より
データ︓総務省「科学技術研究調査報告」より
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